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静岡県における協働のあり方に関する研究 : 静岡
県35市町を事例として




















　本研究では、静岡県の 35 市町と 117 地域へのアンケー
ト及びヒアリング調査を行い、次のことが結果として得
られた。1）行政と地域住民との “ 協働 ” の取組みは、行
政側のリーダーシップが求められていること。2）行政と
地域がめざすべき “ 協働 ” の姿を互いに共有化し相互に
理解し合うことが大切であること。3）行政は、地域のま
ちづくり推進体制づくりや市民ファシリテータの育成な
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Abstract
　This	 is	 a	 study	on	 the	activity	of	 “Kyoudou”	
in	 Shizuoka	 Prefecture.	 “Kyoudou”	 means	
collaboration	 with	 the	 autonomy,	 residents,	
enterprises	and	so	on.	And	the	aim	of	 this	study	
is	 to	 look	 for	 the	actual	 situation	of	 “Kyoudou”	
between	 the	 autonomy	 and	 the	 resident.	We	
investigated	by	a	questionnaire	and	hearing	 to	
35	municipalities	 and	 117	 area	 communities	 in	
Shizuoka	prefecture	to	know	the	current	state	of	
“Kyoudou”.
　The	 findings	 are	 following:	 1）Municipalities	
are	wished	 for	 the	 leadership	 to	 proceed	 the	
“Kyoudou”by	 inhabitants.	 2）It	 is	 necessary	 to	
share	a	system	about	“Kyoudou”	 in	an	autonomy	
and	an	area.	3）Each	municipalities	must	proceed	
its	 policy	 of	 “Kyoudou”	 such	 as	making	 the	
structure	 of	 local	movement,	 bringing	 up	 the	
citizen	facilitators	and	so	on.
Keyword: Inhabitants Participation, Kyoudou, 
Municipality, Local Movement, 
Community, 
  The Residents’Association
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26 年 5 月には「消滅可能性自治体」という衝撃的な将
来予測が日本創生会議から発表され、本研究で対象とし






















働 ” のあり方を探ることを目的に、県下全 35 市町の行




















































日程：平成 26 年 9 月 4 日～ 11 月 18 日
（2）	 行政担当者を通じて、地域の自治会組織・まちづ
くり団体代表者に対するアンケート
日程：平成 26 年 9 月～ 12 月
依頼数／回収率：164 地域／ 79％（130 地域）
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（3）県下 35 市町 “ 協働 ” 担当者に対するアンケート







⑤行政における “協働 ” の取組みの現状について
3．地域におけるまちづくり活動の調査結果

















表 1　県内 35 市町の基礎データ
静岡県HP平成 27 年 1 月 1 日現在市区町別推計人口表より　静岡県HP及びヒアリングより
 
小学校 中学校 人口 世帯数 単位 連合（地区） 人口 世帯数 人口 世帯数
静岡市 706,125 288,410 2.4 86 43 8,211 3,354 956 78 739 302 9,053 3,698
藤枝市 143,597 53,555 2.7 17 10 8,447 3,150 52 10 2,761 1,030 14,360 5,356
焼津市 139,424 50,342 2.8 13 9 10,725 3,872 332 36 420 152 3,873 1,398
島田市 98,025 34,305 2.9 18 7 5,446 1,906 68 11 1,442 504 8,911 3,119
牧之原市 45,932 15,486 3.0 10 4 4,593 1,549 70 10 656 221 4,593 1,549
榛原郡吉田町 29,168 10,427 2.8 3 1 9,723 3,476 19 4 1,535 549 7,292 2,607
榛原郡川根本町 7,297 2,900 2.5 4 2 1,824 725 34 1 215 85 7,297 2,900
浜松市 790,866 307,610 2.6 104 48 7,604 2,958 736 50 1,075 418 15,817 6,152
湖西市 58,681 21,978 2.7 6 5 9,780 3,663 43 15 1,365 511 3,912 1,465
磐田市 164,591 60,089 2.7 23 10 7,156 2,613 304 30 541 198 5,486 2,003
袋井市 85,117 31,020 2.7 12 4 7,093 2,585 175 24 486 177 3,547 1,293
掛川市 114,129 40,536 2.8 22 9 5,188 1,843 203 32 562 200 3,567 1,267
菊川市 46,086 15,805 2.9 9 3 5,121 1,756 128 11 360 123 4,190 1,437
御前崎市 32,751 11,429 2.9 5 2 6,550 2,286 33 8 992 346 4,094 1,429
周智郡森町 18,578 6,222 3.0 6 5 3,096 1,037 72 6 258 86 3,096 1,037
沼津市 193,456 80,169 2.4 24 18 8,061 3,340 297 28 651 270 6,909 2,863
富士市 250,341 94,629 2.6 27 16 9,272 3,505 386 26 649 245 9,629 3,640
富士宮市 131,272 49,665 2.6 21 13 6,251 2,365 120 12 1,094 414 10,939 4,139
御殿場市 88,019 32,161 2.7 10 6 8,802 3,216 59 6 1,492 545 14,670 5,360
裾野市 53,178 21,161 2.5 9 5 5,909 2,351 85 5 626 249 10,636 4,232
三島市 110,463 45,659 2.4 14 7 7,890 3,261 143 6 772 319 18,411 7,610
伊豆の国市 48,723 19,334 2.5 6 3 8,121 3,222 51 3 955 379 16,241 6,445
伊豆市 31,679 12,241 2.6 13 4 2,437 942 112 13 283 109 2,437 942
熱海市 37,567 19,340 1.9 7 5 5,367 2,763 81 7 464 239 5,367 2,763
伊東市 69,088 30,934 2.2 10 5 6,909 3,093 155 15 446 200 4,606 2,062
駿東郡小山町 19,413 6,501 3.0 5 3 3,883 1,300 40 5 485 163 3,883 1,300
駿東郡長泉町 42,080 16,303 2.6 3 2 14,027 5,434 43 1 979 379 42,080 16,303
駿東郡清水町 32,175 12,574 2.6 3 2 10,725 4,191 16 1 2,011 786 32,175 12,574
田方郡函南町 38,229 14,558 2.6 5 2 7,646 2,912 35 4 1,092 416 9,557 3,640
下田市 23,316 10,524 2.2 7 4 3,331 1,503 39 1 598 270 23,316 10,524
賀茂郡東伊豆町 13,026 5,803 2.2 3 2 4,342 1,934 9 1 1,447 645 13,026 5,803
賀茂郡河津町 7,533 3,013 2.5 3 1 2,511 1,004 23 1 328 131 7,533 3,013
賀茂郡西伊豆町 8,459 3,731 2.3 3 2 2,820 1,244 30 4 282 124 2,115 933
賀茂郡松崎町 6,924 2,902 2.4 1 1 6,924 2,902 35 4 198 83 1,731 726
賀茂郡南伊豆町 8,797 3,599 2.4 4 2 2,199 900 34 1 259 106 8,797 3,599
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3.5　行政との “協働 ”に対する期待内容
　まちづくり分野において地域住民が行政との “ 協働 ”
に期待していることは、図 8 に示すようにまちづくり
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図 6　行政との “協働 ”満足度
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い（各々ほぼ同数の 16～ 18 件 20 ～ 23％）。「必要なし」












































































































0 2 0 4 0 6 0 8 0
住 民 有 志
定 年 後 の 住 民
現 役 勤 め の 住 民
自 営 業 住 民
無 職 住 民
有 識 者
他 団 体 か ら 充 て 職
地 元 学 校 関 係 者
地 元 企 業 関 係 者
「 よ そ 者 ・若 者 ・ ば か 者 」
そ の 他
回 答 数 （複 数 回 答 設 問 ）
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低収入額は 10万円、最高収入額は 4,400 万円だった。
b．	平均収入内訳：細目ごとの平均比率は補助金44％、会




を超える団体が 18 団体、会費比率が 80％を超える
団体が 14 団体、事業収入比率が 80％を超える団体
が 3団体あり、それぞれの平均収入額を見ると、補
助金比率が 80％を超える団体が 109 万円、会費比
率が 80％を超える団体が 323 万円、事業収入比率が
80％を超える団体が 3,467 万円であった（図 13）。














4．行政における “ 協働 ” の取組み調査結果
　本研究では、全 35市町の “協働 ”担当者、自治会組織
担当者へのヒアリング調査も行い、行政としての“協働”
の取り組み状況の把握と考察を行った。
　結果、行政における地域との “ 協働 ” の取り組みは、
まだまだ手が付けられていない市町から先進的な取り組
みを行っている市町まで、自治体によって大きな温度差
があった。特に、地域との “ 協働 ” 相手を行政の意思と
してどこに置こうとしているかをみてみると、自治会組
織主体が 4自治体、新体制づくりが 8自治体、不明（未












01_牧田・原口・上山_vol9.indd   9 17/03/22   11:24
査読付き研究論文
地域イノベーション第 9 号 − 10 −






















































































01_牧田・原口・上山_vol9.indd   10 17/03/22   11:24
静岡県における協働のあり方に関する研究





































　平成 28 年度までの 5年計画「地域の力こぶ増進計画」
においては、市と地域がめざす理想的地域コミュニティ













　全 52 名の自治会組織長は市から 2年任期の「自治協
力委員」として任命され、月 1回の委員会出席には報酬
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ごとに具体的な “協働 ”事業が考えられ、実際に図 16に
示すような事業が県内各市町で展開されている。


























と地域住民との “ 協働 ” の姿を見出して、積極的に政策
展開することが求められている。
 
A１：パブコメ A２：環境清掃 A3：市民評価 B１：ファシリテータ派遣 B２：補助金
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市 民 参 画











 A1：パブコメ  A2：環境整備  A3：市民評価委員  B1：ﾌｧｼﾘﾃｰﾀの派遣    B2：補助金 
   ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ    植栽活動    等         ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣      交付金 
   市民委員    各種イベント            ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟのセッティング  講師･職員 
   審議会委員   等                 等             の派遣 等 
   市民ファシリ                  B 全般：市民活動センターの設置      
            テータ                                       地域のまちづくり推進体制づくり 
      等                                                      地域担当職員の配置 
                               自治会担当部署の設置 等
図 16　行政と地域との “協働 ”の姿（筆者作成）と、静岡県における “協働 ”事業例
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9）	 法政大学大学院政策創造研究科上山肇研究室（2015）「静岡県における “協働 ” の取り組みと地域のまちづくり」，調査報告書
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